
．問題と目的

特別支援教育におけるICTの利用について、『教育の

情報化に関する手引き』（文部科学省，2010）では、「特

別な支援を必要とする児童生徒に対してその障害の状

態や発達の段階等に応じて活用することにより、学習

上又は生活上の困難を改善・克服させ、指導の効果を

高めることができる有用な機器である」としている。

さらに同書は、「社会の情報化が進展していく中で、児

童生徒が情報を主体的に活用できるようにしたり、情

報モラルを身に付けたりすることが一層重要になって

いる」ことを指摘している。また『特別支援学校小学

部・中学部学習指導要領』（文部科学省，2009）では、

各教科等の指導に当たり、「児童又は生徒がコンピュー

タや情報通信ネットワークなどの情報手段に慣れ親し

み、その基本的な操作や情報モラルを身に付け、適切

かつ主体的、積極的に活用できるようにするための学

習活動を充実する」ことが示されている。

障害のある児童の教育にICTを導入することは、通

常の学級と共通の目的で行われるだけでなく、障害に

よって生じる児童のコミュニケーションや学習の困難

を補うアシスティブ・テクノロジー（Assistive Tech-

nology；支援技術）としての意義がある。またマルチ

メディアの通信機能とインターネットを活用すること

で交流及び共同学習の手段として効果的であり、教育

的、心理的なインクルージョンの推進に貢献すること

ができる。したがってICTの適切な応用は特別支援教

育の分野で特に重要な課題ということができる。

2014年度には特別支援学校の児童・生徒を対象とし

た就学奨励費に高等部生徒がICTを購入する際の加算

が認められるようになった。和歌山県では高等部生徒

のICT購入費として５万円以内の助成が示されている

（和歌山県教育委員会，2014）。こうした制度の変化

も、障害児の教育におけるICTの有用性が公に認めら

れてきたことを示している。

一方、特別支援学校では、教員のICT活用能力の自己

評価が他の校種の教員と比べて低い（江田・森・一ツ

田，2010）。このことは、ICTに関する教員の知識や技

能の問題を示すというよりも、障害のある児童生徒の

授業にICTをどのように活用するのか、実践的な情報

の不足が影響していると予測される。またICTの利用

は、視覚障害児、聴覚障害児、肢体不自由児の教育の

領域では比較的進んでいるが、知的障害児の教育で遅

れが目立つ。従来の教材・教具や指導法と比べて、ど

のような指導効果や意義があるのか理解が行き渡って

いないと考えられる。教育の情報化の促進には、テク

ノロジーの普及に先立って教員の意識改革が求められ

る。特別支援教育の分野では、実践成果の蓄積とその
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な情報化に不安を感じ、障害のある児童が活動を機器に頼ることや、心身への影響に対する懸念を示していた。また
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小学校 6年間の系統立てた障害理解教育の一提案

抄録：近年、共生社会の実現に向けたインクルーシブ教育システム構築のために、交流及び共同学習の実施が推進さ
れている。交流及び共同学習における合理的配慮の提供のためには、まわりの子どもたちの障害への理解が必要不可
欠であると考え、本研究では障害理解の発達段階をもとに、小学校 6 年間の系統性を考慮した障害理解教育の全体計
画を作成し、道徳の時間を活用して、3 年生と 6 年生で授業実践を行った。今回の授業では、この全体計画をもとに
教材や発問等の工夫とともに、ユニバーサルデザインをより一層意識することで児童の学習意欲を高めることを大切
　にした。その結果、多くの子どもたちが障害理解の発達段階の「気づき」の段階に到達することができた。また、
まわりの子どもたちに理解されにくい見えない障害（発達障害）の理解教育についても取り扱い、その有効性を検証
した。
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1.  はじめに

　2014 年、日本は障害者の権利に関する条約（以下、
障害者権利条約）に批准した。障害者の権利に関する
条約の理念を踏まえた特別支援教育の在り方に関する
意見書（2010）では、障害者権利条約におけるインク
ルーシブ教育とは障害児者を排除しない教育であり、
共生社会の実現のためには学校教育こそインクルーシ
ブな環境でなくてはならない（障害者権利条約・イン
クルーシブ教育推進ネットワーク、2010）としている。
また、共生社会の形成に向けたインクルーシブ教育シ
ステム構築のための特別支援教育の推進（報告）では、

「障害理解を推進することにより、周囲の人々が、障
害のある人や子どもと共に学び合い生きる中で、公平
性を確保しつつ社会の構成員として基礎をつくってい
くことが重要である。次代を担う子どもに対し、学校
において、これを率先して進めていくことは、インク
ルーシブな社会の構築につながる」と、特別支援教育
を発展させていくため必要な内容として障害理解教育
の推進を挙げている。さらに、障害者権利条約に批准
したことを受け、2016 年 4 月「障害を理由とする差

別の解消の推進に関する法律」（以下、「障害者差別解
消法」）が施行された。障害者差別解消法では、障害
を理由とする不当な差別的取り扱いと合理的配慮の不
提供を禁止しており、小学校等で合理的配慮の提供が
義務付けられた。
　以上のことより、交流及び合同学習を推進していく
ためには、まわりの子どもたちが、障害のある子ども
の特性について理解し、自分と違う他者を素直に受け
止めることができるような障害理解教育を充実させて
いくことが大切であると言える。そして、これが、障
害のある子に対してのスムーズな合理的配慮の提供に
もつながると考える。つまり、交流及び合同学習の促
進のためにも、合理的配慮の提供のためにも、まわり
の子どもたちへの障害理解教育が必要かつ重要である
と考える。
　水野（2016）は、障害理解は、人の性質としてもと
もとに身についているものではなく、学習して身につ
けるものであり、障害者と時間と場所を共有するだけ
で、障害理解が進むわけではないとしている。また、
力量ある指導者が、適切な教材と効果的な教育方法を
用いて子どもを導いてからこそ、適正な障害理解の能
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力が身についてくものであると述べている。つまり、
まわりの子どもたちに、障害についての理解を図るた
めには、適切な教育が必要であるといえる。しかし、
学校全体で障害理解教育について取り組み、6 年間の
系統性を考慮した全体計画を作成して実施している例
は少ない。その理由としては、障害理解教育の必要性
を感じている教員が少なく、意識の高い教員のみが行
う単発なものになりがちであることや、障害理解教育
の実践例が少なく、指導法が未開発であること等が挙
げられる。
　そこで、学校全体として体系的に取り組むことが可
能な「道徳の時間（道徳教育）」において、道徳的諸
価値の理解を深めることが、障害理解教育の推進にお
いても大きなメリットとなるのではないかと考えた。
よって本研究では、障害理解の発達段階をもとに、主
に道徳の授業を活用して行う 6 年間の系統性のある全
体計画を作成し、授業実践を行うことで、その計画の
有効性を実証的に検証すると共に、よりよい障害理解
のあり方について考察することを目的としたい。

2.  方法

　研究を進めるにあたり、道徳の時間を活用した 6 年
間の系統性のある障害理解教育の全体計画（表 2）を
作成した。
　その際、研究の視点として表 1 に示したように 3 つ
の視点を設定した。

2. 1.  全体計画の作成の方法
（1）障害理解の発達段階と道徳の時間の活用
　障害理解教育を精神論ではなく、実践する態度や行
動力を適切に育てるためには、子どもの年齢や理解の
程度に応じた教育プログラムのもとで行うが必要あ
る。
　徳田（2003）は、障害理解の発達段階について以下
の 5 段階を想定している。
第 1 段階　気づきの段階
第 2 段階　知識化の段階
第 3 段階　情緒的理解の段階
第 4 段階　態度形成段階
第 5 段階　受容的行動の段階
　水野（2016）は、障害理解の能力も教育を受けるこ
とによって徐々に身につけていくことができるとし、
適切に段階を踏んで第 1 段階から第 4 段階まで確実に

実践していけば、第 5 段階には無理なく到達できる、
としている。
　全体計画の作成の際、この障害理解の発達段階をも
とに、生活年齢による発達段階を考慮しながら項目や
内容を設定した。ここで改めて、障害理解の発達段階
と道徳の内容項目に共通点が多いことや、障害理解教
育を道徳の年間指導計画に取り組む上での整合性につ
いて述べておきたい。
　まず、障害理解の発達段階と道徳の内容項目との共
通点についてである。障害理解の発達段階は、障害者
と自分との差異に気づくことろから始まり、その差異
がもつ意味を知り、障害者の機能面での障害や社会的
な痛みを知る。そして障害者に対する適正な態度を形
成し、最終的には生活場面での受容、援助行動の発現
へつながる。一方、道徳の内容項目には、主として自
分自身に関することとして個性の伸長や、主として他
人とのかかわりに関することとして、親切、思いやり、
相互理解、寛容など他者への思いやりや他者の個性を
理解し尊重する内容などがある。また、主として自然
や崇高なものとのかかわりに関することとして、公平、
公正、社会正義など自他の生命の尊重する内容、そし
て主として集団や社会のかかわわりに関することとし
て、よりよく生きる喜びなどがある。これらは、障害
理解教育のねらいと共通している部分も多く、無理な
く障害理解の発達段階に応じて、道徳の内容項目を設
定することができた。
　また、道徳の内容項目には、「誰に対しても差別す
ることや偏見を持つことなく、公正、公平な態度で接
し、正義の実現に努めること」など集団や社会とのか
かわりに関することが挙げられており、道徳の時間に
障害理解教育を推進する上での整合性が見出されたと
いえる。このような点からも、障害理解教育を単発で
はなく継続的に行っていくためには、道徳の年間指導
計画に組み込むことが重要であると考えられる。
　小学校では、平成 30 年度から道徳が教科化される。
道徳の授業は年間 35 時間あり、道徳の内容項目は高
学年 22 項目、中学年 20 項目、低学年では 19 項目ある。
すべての内容項目を、学校の教育方針や学級の状態な
どを考慮しながら指導していくが、そこに障害理解教
育を組み込ませていくことで、その道徳の年間指導計
画をもとに、学校全体で障害理解教育に取り組むこと
ができるのではないだろうか。
　以上の理由から、障害理解の発達段階をもとに、道
徳の時間を活用した全体計画を作成した（表 2）。

（2）見えない障害（発達障害）に触れる必要性
　文部科学省（2012）「通常の学級に在籍する発達障
害の可能性のある特別な教育的支援を必要とする児童
生徒に関する調査結果について」によると、発達障害
のある可能性のある児童は通常学級に 6.5% 在籍して

表 1　障害理解のための研究の視点
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いるという。しかし、発達障害は、目に見えないため、
まわりの子どもたちには理解されにくい。
　筆者が特別支援学級を担任した際に経験した例で
は、交流学級の子どもたちは、車いすを使用している
身体障害のある友達には、親切に接し、時には進んで
車いすを押すなどの援助行動を行う場面も見られた
が、発達障害のある友達には、その特性によって行わ
れる自分とは違う行動を理解できず、トラブルになる
ことがとても多かった。現在、発達障害がある子ども
が、授業中に教室を飛び出したり、不登校になったり
という不適応行動を起こす二次障害が問題となってい
る。それは、発達障害の子どもたちがもつ特性を、ま
わりの子どもたちが理解できないことによって起きる
ことも多い。障害理解教育を行い、自分とは違う他者
の存在を認め、互いに尊重できるような学級集団にな
ることで、すべての子どもたちが過ごしやすくなるの
ではないだろうか。
　そこで、見えない障害（発達障害）についても、系
統的に理解教育を行う必要があると考え、全体計画に
組み込んだ。

（3）　授業展開の工夫
　（土台としての授業のユニバーサルデザイン）
　「ユニバーサルデザイン」とは、調整又は特別な設
計を必要とすることなく、最大限可能な範囲ですべて
の人が使用することのできる製品、環境、計画及びサー
ビスの設計をいう（障害者の権利に関する条約第 2 条
より）。ユニバーサルデザインを意識した授業は、配

慮が必要な子どもにとっては「ないと困る」支援であ
り、どの子どもにとっても「あると便利な支援」であ
る。ユニバーサルデザインを意識した授業を行うこと
で、個別に支援が必要な子どもが減り、本当に必要な
子どもに手厚い支援ができるようになる。
　発達障害等のある児童生徒に対する道徳科の指導の
留意点として、「小学校指導要領解説「特別の教科　
道徳編」では、『他人との社会的関係の形成に困難が
ある児童の場合であれば、相手の気持ちを想像するこ
とが苦手で字義通りの解釈をしてしまうことがあるこ
とや、暗黙のルールや一般的な常識が理解できないこ
とがあるなどの困難さを十分理解した上で、例えば、
他者の心情を理解するために役割を交代して動作化、
劇化したり、ルールを明文化したりするなど、学習過
程において想定される困難さとそれに対する指導上の
工夫が必要である』としている。
　そこで、教材や発問を工夫・精選し、視覚化、焦点
化、共有化など、ユニバーサルデザインを重視した授
業を行うために、全体計画の中に明記し、授業実践に
つなげた。

2. 2.  教材の発掘
（1）障害理解の発達段階と道徳の時間の活用との関連
　前述のように、障害理解の発達段階と道徳の内容項
目に共通部分が多いことから、障害理解教育を道徳で
行うことが有効であると考えた。しかし、水野・徳田

（2011）は、道徳副読本のなかに障害に関する内容が
多くとりあげられているが、障害者の頑張っている姿
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表 2　障害理解教育の全体計画
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を強調し、障害者は苦難を乗り越え、努力していると
いう論調のものが非常に多いとも主張している。その
ため、道徳において障害理解教育を行う際には、教材
や発問、展開などは教員が十分吟味する必要がある。
　障害理解を図るための教材は、主に（1）障害の知
識を深めるもの、（2）障害の擬似体験を行うもの、（3）
障害のある人がある場面で感じる気持ちを想像するも
のなどが挙げられる。また、障害理解の基盤となる自
分を大切にし、自分と違う他者の存在を認め、尊重で
きる心情を育てるものもある。それらの中から、子ど
もの発達段階と障害理解の発達段階を考慮しながら、
教材を選定する必要がある。（1）（3）については、読
み物教材、絵本、物語、映像教材などが、障害のある
人の気持ちを自分に置き換えながら想像することがで
き、活用しやすいのではないかと考える。

（2）見えない障害（発達障害）に関する教材の発掘
　目に見えない障害については、子どもたちはイメー
ジしにくく、理解を促すことが難しい。水野（2016）は、

「『発達障害とはどのような特徴があるのか』の指導か
ら始めるのではなく、発達障害のある『架空の子』を
設定し、その子どもと仲よく遊ぶためにはどうすれば
よいのかを子どもたちに考えさせることから始めるの
がよいだろう。障害理解の発達段階では『気づき』の
段階では、『自分とは違う特徴のある人がいる』こと
に気づかせることが大切である。その後、障害理解の
発達段階に合わせて、最終的には『同じ社会の一員と
して尊重し合う』ために自分はどうすればよいのかを
考えられるように導いていくことで、第 5 段階『受容
的行動の段階』に無理なく進んでいくことができる」、
と著書の中で述べている。様々な特徴のある発達障害
の子どもを扱った絵本などは、最近は多く発刊されて
おり、それらを活用することも有効であろう。
　また、見えない障害には発達障害だけでなく、小児
慢性疾病や心臓病等の内部障害である難病を抱えてい
る場合もある。病気のことについても、健康な子ども
たちには想像しにくく、病気の子どもたちが抱えてい
る困難や心境について理解することは難しい。「病気
の子どもとまわりの人々のためのデジタル絵本『ココ
ロココ』」は、病気のことについて、子どもにもわか
りやすい内容を、映像で説明しているので、病気であ
る子どもの理解を促進するために活用することが有効
であると思われる（図 1）。

（3）ユニバーサルデザインを意識した教材の精選
　教材の選定の際にも、ユニバーサルデザインの視点
を大切にし、子どもたちの実態に合った、具体的な内
容のものを選ぶ必要がある。挿絵があったり動作化し
やすい内容であったりするものが望ましいと考える。
　今回の授業では、絵本教材と自作の映像教材を活用

した。3 年生で活用した「ええところ」の絵本は、小
学校が舞台となっており、子どもたちにとって身近に
感じられるものであった。そのため、主人公を自分に
置き換えて、それぞれの思考を深めることにつなげる
ことができた。また、6 年生では、授業のねらいに合
わせて自作で映像教材を作成した。その際には 6 年生
という生活年齢を考慮し、身体障害のある女性のイン
パクトのある映像を流したり、見えない障害のある著
名人を紹介したりすることで、興味をもって学習に取
り組めることを期待した。このように、子どもの実態
や学習のねらいによって、教材を選定していく必要が
あるだろう。
　また、全体計画では、読み物教材や絵本などを活
用した机上での学習の後に、体験活動やソーシャル
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図１　病気の子どものためのデジタル絵本ココロココ
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がある人が存在することを知る」ことで、道徳の内容
項目は「相互理解」とした。「ええところ」という絵
本で友達のいいところを見つけることの素晴らしさを
学習した上で、「いいところ見つけ」の体験的な活動
を取り入れた（表 3）。友達のいいところを見つける
ことを通して、他者が自分と違うということに気づき、
自分と違う他者の存在を認められることになり、それ
は障害理解の基盤となることではないかと考え、この
活動に取り組んだ。発達障害などの見えない障害があ
る友達のいいところも見つけることができ、クラスの
仲間として良好な関係を築けることにもつながると期
待できる。
　6 年生での授業のねらいは「共生社会について知る」
ことで、道徳の内容項目は「よりよく生きる喜び」と
した。自作の映像教材で、足のない女性の映像を観て
その生き方について考え、その後見えない障害につい
て紹介し、LD/ADHD 等の疑似体験グッズを活用し
た体験活動を行った（表 3）。映像教材で障害のある
女性の生き方を通して、障害があってもなくても同じ
価値のある人間であると感じられることを目指した。
また、「共生社会」とは、障害の有無に関わらず、互
いに個性を尊重しながら生きていく社会であることを
学んだ。

（3）授業展開の工夫
（土台としての授業のユニバーサルデザイン）
指導案では、すべての子どもたちにとってあると便利
な支援で、配慮が必要な子どもにとってはないと困る
支援を、 （ユ）と明記した（次頁表 4、5）。
 視覚化としては、ICT を活用し絵本や映像を大きな
画面に映し出したり（図 2）、いいところを見つけた
ら瓶にビー玉を入れる活動を取り入れて、自分たちの
行動を可視化したりした。

　焦点化としては、発問を精選したり、ワークシート
の内容を絞ったりと活動のシンプル化に心がけた。子
どもたちが興味をもって取り組めるように、発問の内
容も工夫した。具体的には、3 年生での授業は主人公
の心情をとらえた後、「二人の登場人物のどちらの方
が優しいのだろう ?」と質問をすることで、思考をゆ
さぶり話し合いを深めさせた。その結果、最終的には

「どちらも優しい」ことに気づき、「自分とは違うけど、
その人のことは分かった」「自分たちも二人のように
友達のいいところを見つけてみたい !」と実践意欲を
高めて次の体験活動につなげることができた。また、
6 年生の実践では、授業のはじめに足のない少女の写
真を見せて、大人になったらどんな生活をしていると
思うかを想像させた。子どもたちが障害のある生活の
イメージを膨らませることと、実はモデルやスポーツ
選手として活躍していて、自分たちと同じような考え
を持ち生活をしているというギャップを感じること
で、これから始まる学習へ意欲につなげたいと考えた。
これらは、具体的で、想像することが難しい子どもに
とっても考えやすい発問であると考えた（表 5）。
　共有化としては、3 年生ではいいところを見つけ
ビー玉をためるという活動をクラス全員で行った。ま
た 6 年生では、自分の意見を友達に話し、友達の意見
を聞くことで考えを深められるように、要所にペア学
習を取り入れた。
　どちらの実践でも、授業で使うワークシートは、ね
らいを明確にし、書くことが苦手な子どもたちに負担
にならないようにした（図 3）。

表 3　道徳の授業内容

図２　パワーポイントで視覚化した教材提示
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図 3　授業で使ったワークシート

表 4　学習指導案（3年生の実践）
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の自信」の４つの因子が抽出された。フォーラムの参加者はICTの導入に強い期待と意欲をもつ一方、教育環境の急速

な情報化に不安を感じ、障害のある児童が活動を機器に頼ることや、心身への影響に対する懸念を示していた。また

「指導の自信」の因子得点が低かった。しかし事後のアンケートでは４つの因子すべてで得点が有意に向上し、フォー

ラムの研修効果が認められた。性別による差がみられ、ICTの利用には男性がより積極的であった。特に「情報化への

不安」と「指導の自信」の因子ではフォーラム参加後も女性の得点が有意に低かった。年代による得点の差はみられ

なかった。
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3.  成果と課題

　2. 方法で示した、研究の視点 3 点の効果について、
授業のアンケート結果や成果物、授業者の見取りから、
順に成果をあげ、そこから見えた課題についても述べ
る。

3. 1.  成果
（1）障害理解の発達段階と道徳の時間の活用
　障害理解の発達段階に関連した成果について述べ
る。まず、3 年生では、授業後も引き続き、自分とは
違う他者を受け入れることの確認やいいところ見つけ
の活動を続け、帰りの会でビー玉集めの取り組みを
行っていた（図 4）。子どもたちは、活動に意欲的で、
みんなでビー玉を集めたい！という意識が高いとい
う。授業後の子どもたちの様子を担任の先生から伺う
と、「普段から友達のいいところを見つけようとした
り、いいところを表す語彙が増えたり、トラブルが減っ
たり、自分でできることが増えたりし、学級全体が温
かい雰囲気になった」という。このような子どもたち
の変容から、いいところ見つけの活動を通して、自分
と違う他人の存在に気づき、他人を認められるように
なったことがわかる。このことは、障害理解の基盤と
なる。

　6 年生の子どもたちの感想には、「障害があっても
みんなと同じだということがわかった。」「障害があっ
ても自分らしく生きているのがすごいと思った。」「人
は違ってもそれを分かり合いながら生きていくことが
大切だと思った。」「共生社会は大切だと思った」など
が書かれていた。障害者の生き方について知ることは

「気づきの段階」、障害があっても自分と同じように生
活できると知ることは「知識化の段階」であると考え
る。また、共生社会についても知ることができ、本時
のねらいにもせまることができた。つまり、今回の授
業を通して子どもたちの障害理解の発達段階では「気
づきの段階」だけでなく、児童の一部には、「知識化
の段階」まで移行した者がいたと推測できる。

表 5　学習指導案（6年生の実践）

図 4　学級でのビー玉集め
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（2）授業のユニバーサルデザイン
　3 年生と 6 年生の両方のアンケート結果から（表 6、
7）、ほとんどの子どもが、道徳で行う障害理解教育の
授業に楽しみながら参加し、しっかり考えることがで
きたということが明らかになった。また、3 年生はい
いところ見つけの活動に意欲的に取り組むことがで
き、6 年生では共生社会や見えない障害についてなど
新たな学びがあったことが明らかになった。

3. 2.  課題
　授業実践を終えて見えてきた課題については、大き
く分けて 3 つあると考える。
　まず、見えない障害（発達障害）について授業の充
実を図ることである。授業を参観した教師から 1 時間
で取り扱うのではなく、シリーズで取り組める内容で
あった。」「LD/ADHD の疑似体験は子どもには難し
かった。」などの意見が出た。また、授業中の子ども
たちの感想には、目に見える障害についてのコメント
が多かった。見えない障害は、子どもたちにとって気
づきにくく、理解することが難しい。それをどのよう
にして理解を図っていくか、発達段階に合わせた教材
の発掘、研究が必要であるだろう。
　次に、対象児童がいる学級での授業の実施について
である。子どもの人権を何より大切にしながら、本人

や保護者と十分に話し合ったうえで実施していく必要
がある。
　最後に、誰が授業を行うかである。道徳の授業は基
本的に、子どもたちのことを一番理解している学級担
任が行うことが望ましいと言われている。しかし、障
害理解の授業を行うには、障害について深く理解して
いる必要もある。誰が授業を行うかは、学級の実態や
授業の内容によって検討し、そして、学級担任と他の
教員同士の連携を大切にしながら決定していく必要が
あるだろう。

4.  おわりに

　本研究では、障害理解の発達段階をもとにした、小
学校 6 年間の系統性を考慮した障害理解教育の全体計
画を作成し、道徳の時間を活用して授業実践を行った。
その結果、自分とは違う他者を受け入れることができ
たり、「障害」についての気づきがなされたりして一
定の成果を得ることができたと考えている。
　今回の研究では、障害理解の発達段階に合わせて、
障害理解教育の全体計画を作成した。そして、この全
体計画を利用することで、授業の内容と道徳の内容項
目を容易に合わせることができると共に、授業を実践
した結果から、道徳のねらいも達成したかどうか分か
りやすい状況であった。インクルーシブ教育を推進し
ていく過程において、道徳の年間指導計画に盛り込み、
授業実践してきたことは、障害のある人や子どもと友
に学び合い生きるための土台を作りには有効であった
と考える。
　しかし、今回の授業実践では、「見えない障害（発
達障害）」について、授業時間の問題や「ＬＤ／ＡＤ
ＨＤ疑似体験は子どもには難しかった。」などのいく
つかの課題が残った。見えない障害について取り扱う
際には、誤解や偏見を招く可能性を考慮して、自分と
違う他者の問題を認められるなどの障害理解の基盤を
培ったうえで行うことが重要である。
　次期学習指導要領の総則では、発達障害のある子ど
もへの指導内容や方法について、計画的、組織的に行
わることと強調されている。また、小学校指導要領解
説「特別の教科　道徳編」では、学習上の困難さ、集
中することや継続的に行動をコントロールすることの
困難さ、他人と社会的関係を形成することの困難さな
どの状況ごとに、道徳指導上の困難、指導上必要な配
慮事項などについて、指導方法の具体例も示されてい
る。これらのことからも、個々の子どもの実態に応じ
た指導や配慮が求められていることがわかる。今回の
実践のようにユニバーサルデザインをより一層意識し
た授業を行うことで、教材の視覚を含む、すべての子
どもたちにとってあると便利な支援で、配慮が必要な
子どもにとってはないと困る支援の提供ができるよう

表 6　3年生のアンケート結果 

表 7　6年生のアンケート結果
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に努力した。これは、インクルーシブ教育を推進して
いく上では、欠かすことのできない土台となるもので
ある。障害理解教育を道徳の授業を活用して行う際に
も、子どもの実態に応じて、教材や発問、展開など、
授業のユニバーサルデザインを意識することが重要だ
と考える。
　今後さらにこの実証的研究を深めていくためには、
障害理解の発達段階をもとにした、小学校 6 年間の系
統性を考慮した障害理解教育の全体計画のさらなる改
善を続けていく必要がある。そのためには、障害理解
教育を子どもの実態に応じた教材の発掘が重要とな
る。子どもの発達段階を考慮して、実態に合った教材
を開発し、実際に実践を行うことで、道徳の授業改善
を繰り返し、よりよいものにしていくことが重要であ
る。
　また、教員への障害理解を促進していくことである。
道徳の年間指導計画に組み込むためには、全ての教員
に障害理解の必要性を実感してもらう必要がある。職
員研修などを活用し、教員の障害理解を促すことがポ
イントとなるものと考える。特別支援教育を推進して
いくために、チーム学校として、特別活動で行われる
車椅子体験等と連動させながら、道徳の時間に障害理
解教育の実践を繰り返し、障害理解教育のための全体
計画を今後も改良して、より有効性の高いものを作っ
ていく必要がある。
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